
事業番号
（ ）

計（A) 131 147.1

(目) 講師等旅費 2 2

　

44

(目) 諸謝金 18 18

【主な増減理由】
増額については、地方自治体実地体験及びＮＰＯ法人等における実
地体験研修の推進。減額についてはオンライン研修実施による研修
員にかかる旅費所の要額の見直し
【要望額】
研修所庁費：19百万円

　 (目) 職員旅費 86 83

(目) 研修所庁費 25

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算 令和6年度要求 主な増減理由（・要望額・予備費）

(項) 　 人事院

当初予算＋補正予算に対する執行額の
割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
30% 11% 39%

執行率（％）
=(G)/(F)

30% 11% 39%

執行額(G) 21 14 49.8

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

71 129 129 131 147.1

予備費等（E) - - - -

翌年度へ繰越し（D) - - - -

前年度から繰越し（C) - - - - -
予算の
状況

当初予算（A) 127 129 129 131 147.1

補正予算（B) ▲ 56

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

- - -

事業の目的
（5行程度以内）

本府省において主に政策立案に従事する（従事することが想定される）新規採用職員、3年目係員、係長、課長補佐及び課長級以上の各階層の職員を
対象として、省庁間横断の研修を行うことにより、国民全体の奉仕者としての使命感の徹底、職員の能力及び資質の向上を図るとともに、研修員間の相
互理解・信頼関係を醸成し、セクショナリズムの弊害の排除に資する。

現状・課題
（5行程度以内）

令和4年度の人事院勧告の際の「公務員人事管理に関する報告」内において、研修については、職場での人材育成を補完し、各役職段階での能力発揮
など、様々な場面で職業生活を支える重要なものであるとの認識のもと、人事院としては、多様で効果的な研修を幅広く提供し、有為な人材の育成を促
進していくこととしている。

事業概要
（5行程度以内）

新規採用者から課長級以上の職員まで省庁間横断の階層別研修を、合宿、通勤又はオンライン方式により3日間～5週間で実施した。研修カリキュラム
は、公務員倫理や行政の在り方など国民全体の奉仕者としての使命と職責について考える科目、政策課題研究などの公共政策の在り方を多角的に検
証し考える科目、リーダーシップやマネジメントなど公正な行政運営について学ぶ科目で構成し、研修員相互のグループ討議や意見交換などを重視。

政策 -

主要経費 その他の事項経費施策 -

政策体系・評価書URL -

令和6年度要求

5

令和5年度行政事業レビューシート 人事院

公務員研修所教務部 部長　石水　修

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
国家公務員法第70条の6第1項第1号、人事院規則10-14

関係する
計画、通知等

令和４年度研修実施計画

事業名 研修の実施 担当部局庁 - 作成責任者

事業開始年度 昭和３８年度 事業終了
（予定）年度

終了予定なし 担当課室

事業概要URL https://www.jinji.go.jp/kensyusyo/kensyu/gaiyo.html

実施方法 直接実施



成果目標及び成果実績
①-2

（中期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに関

する成果実績

実施した各行政研修の研修員が提出した意見調査票(満足度等の意見聴取)

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

本事業は、全体の奉仕者としての使命感の向上、資質・能力の向上、相互の信頼関係の醸成を行うためのものであり、この成果を反映する定量的な指
標を設定することは困難。

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

達成度 ％ 100.9 103.2 102.5 -

95.9 98 97.4

目標値 ％ 95 95 95

令和3年度 令和4年度
目標最終年度

年度

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度

研修を有意義であったとした者の割
合を95％以上にする

　研修受講者個人に対する
アンケートを基に行政研修
ごとに算出した割合の平均
値

成果実績 ％

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに関

する成果実績

ｰ

↓
成果目標①-3の

設定理由
（長期アウトカム
へのつながり）

行政研修の実施に当たっては、本事業の目的である、国民全体の奉仕者としての使命感の徹底、職員の能力及び資質の向上を図るとともに、研修員間
の相互理解・信頼関係を醸成に結びつくようなカリキュラムを工夫し実施しているところ。研修効果の測定として実際に研修を受講した研修員の意見を徴
し、「研修が有意義であった」とする者の割合を９５％以上とすることを最終的な目標に設定した。

成果実績

- -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに関

する成果実績

行政研修においては、各府省の行政運営の中核を担うことが期待される職員（幹部要員）を対象に、役職段階別に、全体の奉仕者としての使命感の向
上、広い視野や柔軟な発想等、国民の視点に立つために求められる資質・能力の向上、国家公務員と協力して施策を行うための相互の信頼関係の醸
成を基本的な目的として実施していることから本事業の効果のみを測定する定量的な成果指標を設定することは困難。
なお、各府省と連携しながら、効果的な行政研修の実施を行った結果、各府省の研修担当官会議等での意見聴取によれば、概ね想定どおりの研修効果
を上げることが出来ていると評価されている。

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

達成度 ％ - - - -

目標値

令和3年度 令和4年度
目標年度

年度

- -

目標値 - - - - -
全体の奉仕者としての使命感の向
上、資質・能力の向上、相互の信頼
関係の醸成(研修)

-

成果実績 - - -

達成度 ％ - -

活動内容①
（アクティビティ）

各府省の行政運営の中核を担うことが期待される職員等を対象として役職段階別研修（行政研修）を実施

↓

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度

令和3年度 令和4年度
目標年度

年度

↓
成果目標①-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

上記「事業の目標」で記載した研修の目的を果たすため、できる限り多くの対象職員等の受講機会を確保するため、行政研修の実施回数を短期的な目
標に設定した。

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度

- -

当初見込み コース 42 42

令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

行政研修への参加
研修実施回数及び修了者
数

活動実績 コース（人） 33(2,043) 42(3,662) 41(3,540)

42 42 42



5

5

令和4年度

令和3年度

令和2年度

令和元年度

平成29年度 4

平成30年度 5

平成27年度 4

平成28年度 4

6

5

平成25年度 4

平成26年度 4

平成23年度 -

平成24年度 4

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

現状通り 事業全体の改善や効率化を検討して効果的・効率的な事業の実施に努めるとともに、執行実績に見合う予算計上となるよう努める。

改善の
方向性

研修の実施方法について合宿、通勤又はオンラインの各課程を設定し、参加を希望する研修員が参加しやすいようにすることで、より多くの研修員の参
加を得るとともに、参加者の満足度を高めるなど、事業の目的を達成するための効果的な研修の実施方法を検討し、より効率的に予算を執行していくこ
ととする。

外部有識者の所見

※　外部有識者による点検の対象外の事業

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

現状通り
研修実施事業について、研修内容を常に確認しつつ、引き続き効果的・効率的な事業の実施に努めることとし、効率的に執行した実績を概算要求に適切に反映させるこ
と。

ー

事業所管部局による点検・改善

点検結果

国費投入の必要性については、府省庁等の垣根を越えて全体の奉仕者としての公務員に必要
な資質や政策立案能力を涵養していく上では、中立公正な中央人事行政機関である人事院が
合同研修を実施することに意義があると考えるため妥当と考える。
事業の効率性については、研修施設のキャパシティを最大限に生かしてより多くの研修コース
を効率的に実施出来るよう年間計画を策定するとともに、研修効果が最大限図られるような合
理的なカリキュラムを構成し、随時見直しを行うなど効率的に事業運営を行っていると考える。
事業の有効性については、公務員研修所及び西ケ原研修合同庁舎を有効に活用して計画的
に多くの研修コースを効率的に実施している。また、限られた予算の範囲内で各界の優れた講
師を招くとともに、各府省の協力も得ながら効果的に研修を実施できている。研修受講者の満
足度は極めて高くなっているおり、測定指標も順調に推移していることから、十分な研修効果を
挙げていると考える。

目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

該当なし

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称 ー

URL ー

該当箇所



【一般競争契約（最低価格）等】

（研修実施にかかる借料）

【随意契約（公募）等】

（現場研修等の外部委託費）

【諸謝金】

（研修実施にかかる講師等謝金）

【随意契約（少額）等】

（研修にかかる印刷製本費）

（研修実施に係る会議費、講義録作業代、現場研修の旅費等）

計 0 計 0

※金額が少額のため割愛

E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0.4

印刷製本費 「令和４年度初任行政研修実施結果報告書」印刷代 0.2

※個人のため割愛 印刷製本費 「令和３年度初任行政研修実施結果報告書」印刷代 0.2

C. D.明治堂印刷（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1 計 10.7

雑役務費 行政研修（課長級）「現地」実施委託費 0.7

借料及び損料 ３年目フォローアップ研修にかかるバス借上代 1 雑役務費 初任行政研修福島県「被災地訪問」実施委託費 10

資金の流れ
（資金の受け取り先が何
を行っているかについて

補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において

ブロックごとに最大の金額
が支出されている者につ
いて記載する。費目と使

途の双方で実情が分かる
ように記載）

A.(株)美杉観光バス B.（公財）福島県観光物産交流協会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

 A.(株)美杉観光バスほか　1.1百万円

 B.（公財）福島県観光物産交流協会ほか　17.1百万円

 C.個人ほか　6.9百万円
人事院

49.8百万円

 D.明治堂印刷（株）　0.4百万円

 E.事務費　24.3百万円



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった理由及

び改善策
（契約額10億円以上）

1

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- - -1 明治堂印刷株式会社 2030001027335
「令和３年度初任行政研修実
施結果報告書」等印刷代

0.4
随意契約
（少額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

- -

10 個人Ｊ
初任行政研修（Ｇコース）他に
かかる講師謝金

0.1 (諸謝金） - -

- - -

9 個人Ｉ
行政研修（課長補佐級）他にか
かる講師謝金

0.1 (諸謝金） -

8 個人Ｈ
行政研修（係長級特別課程）に
かかる講師謝金

0.1 (諸謝金）

-

7 個人Ｇ
初任行政研修（Ｆコース）他に
かかる講師謝金

0.1 (諸謝金） - - -

- -

6 個人Ｆ
行政研修（課長補佐級）他にか
かる講師謝金

0.1 (諸謝金） - -

- - -

5 個人Ｅ
初任行政研修（Cコース）他に
かかる講師謝金

0.2 (諸謝金） -

4 個人Ｄ
行政研修（係員級特別課程）他
にかかる講師謝金

0.2 (諸謝金）

-

3 個人Ｃ
初任行政研修（Ａコース）他に
かかる講師謝金

0.3 (諸謝金） - - -

- -

2 個人Ｂ
初任行政研修（Dコース）他に
かかる講師謝金

0.4 (諸謝金） - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 個人A
初任行政研修（Ａコース）他に
かかる講師謝金

1.1 (諸謝金） -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

- -

9 個人Ａ 行政フォーラム講師委託費 0.1
随意契約
（少額）

- -

- - -

8 一般社団法人ＲＣＦ 1010405009898
初任行政研修「市民との協働
について考える」実施委託費

0.1
随意契約
（少額）

-

7 一般社団法人あすびと福島 7010405010693
初任行政研修「市民との協働
について考える」実施委託費

0.1
随意契約
（少額）

-

6 加留部貴行事務所ＡＮ－ＢＡＩ
３年目フォローアップ研修ファシ
リテーション実施委託費

0.3
随意契約
（少額）

- - -

- -

5 株式会社風と土と 3280001005488
リーダーシップ研修「現地」実施
委託費

0.7
随意契約
（少額）

- -

- - -

4
特定非営利活動法人エティッ
ク

8011005001090 初任行政研修等実施委託費 1
随意契約
（少額）

-

3
Ｋ／Ｈコミュニケーションズ株
式会社

7020003010814
行政研修（係員級特別課程）等
講師委託料

1.3
随意契約
（少額）

-

2
一般社団法人日本アスペン研
究所

6010405008144
幹部行政官セミナー実施委託
費

2.9
随意契約
（公募）

- - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
公益財団法人福島県観光物
産交流協会

8380005000157
初任行政研修福島県「被災地
訪問」他実施委託費

10.7
随意契約
（公募）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

- -

- - -

3
株式会社インバウンドプラット
フォーム

2011001107558 ＷｉＦｉルーターレンタル代 0.1
随意契約
（少額）

-

2 丸大観光株式会社 9030001027279
第58回行政研修（係長級特別
課程）にかかるバス借上代

0.1
随意契約
（少額）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社美杉観光バス 2030001089912
３年目フォローアップ研修にか
かるバス借上代

1
一般競争契約
（最低価格）

5 93.8％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率


